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１．はじめに
　中等教育の教科指導は教科担任制となっており，教科教員が指導を主に担っている教育シ
ステムである。これにより，教員は，教科指導の教員としての側面が強い。しかし，保健体
育科教員にいたっては，高等学校では保健と体育（中学校では保健体育）の教科指導を担う
教員とするよりは，部活動の顧問や校務分掌での生徒指導部の教員というイメージが強く，
保健体育科教員＝教科指導教員のイメージではない。そのようなイメージを構築した要因
として，学校組織内での保健体育科教員の位置づけ，保健体育科教員養成制度における歪
み，歴史的社会背景の求めによる保健体育科教員の活用などが考えられる。これにより保
健体育科教員は，保健体育科教員以外の教員とは違う教員イメージを持たれ，そして保健
体育科教員自身においてもそのようなイメージを持ち，教科指導以外の仕事に力を入れよ
うとしている。
　教員は，よい授業をするのが本分であり，それに力を注がなくてはならない。そのために
は教員養成段階での教育が重要となってくる。しかし，その保健体育科教員養成制度自体に
課題があるとすれば，教科指導法に力量を備えた教員や教科指導に重きを置く教員は育成で
きない。
　そこで本稿では，現在の保健体育科教員養成制度・保健体育科教員を理解する上で明治期
の体操教員養成制度の免許制度及び養成校，学科目を概観し，どのような保健体育（体操・
兵式体操）教員を養成してきたのかを考察する。
２．中等教員免許資格
（1）無試験検定
　明治17年８月，文部省は中等教員資格に関する最初の国家的規程となる「中学校師範学校
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教員免許規程」を定めた。その第一条で「中学師範学科若クハ大学科ノ卒業証書ヲ有セスシ
テ中学校師範学校ノ教員タラント欲スル者ニハ品行学力等検定ノ上文部省ヨリ免許状ヲ授与
スルモノトス」とし教員免許状の取得に関しては，中学校師範学科または，大学のいずれか
の卒業証書を持つか，或いは検定で中等教員の資格を経るかのいずれかによるものとなった（1）。
　その検定法は「試験ニ依ルモノトス」（第三条）と試験検定を原則としているが，第三条
には但書があり，試験による学力検定を不要とする者も認められた。それに該当する者は以
下の者である。
一，碩学ニシテ耆徳アリ修身科教授ノ任ニ適スル者。
一，多年教員ノ職ニ従事シ其学科教授ノ任ニ適スル者。
一，其学科ノ卒業証書ヲ有シ其教授ノ任ニ適スル者。
一，農業工業商業其他ノ学術ニ長シ其教授ノ任ニ適スル者。
　体操伝習所生には，この第三条但書第三項が適用され，無試験検定による「体操」教員免
許状が与えられた。その教員免許状の有効期限は「修身」で，有効地域は「全国」の中等学
校とされた。体操伝習所卒業生で無試験検定合格者は60名であったとされている（2）。
　明治18年８月文部省布告第23号による教育令改正で「教員ハ男女ノ別ナク年齢十八年以上
ニシテ品行端正相当ノ学力アリ文部省卿若ハ府知事県令ノ免許状ヲ得タルモノタルヘシ」と
規定され（3），翌年19年４月，勅令第16号の第四条に「凡教員ハ文部大臣若クハ府知事県令ノ
免許状ヲ得タルモノタルヘシ」とし，中等諸学校でも教員になるためには免許状が必要と
なった（4）。
　そして同年12月，文部省令第21号によって定められた「尋常師範学校尋常中学校及高等女
学校教員免許規則」で，三種（尋常師範学校，尋常中学校，高等女学校）の教員免許状は
「高等師範学校卒業生及丁年以上ニシテ文部省ノ検定ヲ経タルモノニ之ヲ授与スルモノトス」
（第一条）とされ，第三条で「高等師範学校ノ卒業生ニラスシテ某学科ノ教員免許状ヲ得ン
ト欲スルモノハ文部省ノ検査ヲ受クヘシ」と中等教員の直接養成を目的とする官立学校のみ
で，教育資格を得ることができ，それ以外は検定を経ることになったのである（5）。
　体操教員については，尋常師範学校尋常中学校及高等女学校教員免許規程の第二条で「（前
略）体操専修科ニハ体操ノ教員免許状ヲ授与ス」とし，体操専修科卒業生には体操の教員免
許状が授与させることになった（6）。体操専修科は，明治19年４月に体操伝習所の廃止に代わっ
て開設させたもので，修業年限は１年４ヶ月として明治20年７月に卒業生22名を出した。
　体操伝習所卒業生には，第六条の但書「但内外国高等学校卒業生等ハ検定委員ニ於テ教員
タルニ適スヘキ学力アリト認ムル者ニ限リ特ニ本文ノ例ニ依ラサルコトアルヘシ」とする規
則により，これまで「体操」教員免許状であったのが，「普通体操」教員免許状のみとし，陸
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軍教導団出身の士官・下士官に「試験ヲ須ヒズ」無試験で「兵式体操」免許状を与えた（7）。
　その第六条但書によって，高等師範学校と同附属女子師範学科（後の女子高等師範学校）
の中等教員養成における正統的機関としての地位が確立した。しかし，中等教員の必要数を
満たすことができず，帝国大学その他の官立学校の卒業生に中等教員の門戸を開けた。これ
が無試験検定制度における指定学校方式であった（8）。
　明治27年３月，文部省令第８号「尋常師範学校尋常中学校高等女学校教員免許検定ニ関ス
ル規程」が定められ，第四条で「左ニ掲クル者ニ限リ学力ノ試験ヲ須ヰスシテ検定ヲ行フ」
とし，先の無試験検定制度における指定学校方式をさらに整備した。「左ニ掲クル者」とは，
一，高等ノ官立学校ニ於テ教員ノ職ニ適スル教育ヲ受ケタル卒業生。
一，元古典講習科卒業生及理科大学簡易講習科卒業生。
元体操伝習所卒業生ハ普通体操ニ関シ，陸軍教導団卒業生ハ兵式体操ニ関シ第一項ニ依
ルコトヲ得。
である（9）。しかし，体操伝習所卒業生を明記しても体操伝習所卒業生で体操教員の免許状を
取得した者は，わずかしかいなく，実効のない処置に終わっていたとしている（10）。
　明治29年12月，文部省令第12号によって定められた「尋常師範学校尋常中学校高等女学校
教員免許規則」は，第十九条「明治十九年文部省令第二十一号，明治二十五年文部省令第十
三号，明治二十七年文部省令第八号ハ之ヲ廃止ス」とし，それ以前の規則をすべて廃した上
で整理統合された。この第一条によると中等教員の資格を得るための免許状は「文部省ノ検
定ニ合格シタル者ニ授与ス」とあり，免許状取得方式は原則として検定によるとなったが，
第一条但書で次に限り検定を免除した。
一，高等師範学校及女子高等師範学校卒業生。
一，高等師範学校及女子高等師範学校専修科，選科卒業生，高等師範学校附属音楽学校師範
部卒業生。
一，東京美術学校特別課程卒業生。
一，元東京音楽学校師範部卒業生。
一，元体操伝習所卒業生。
とあり（11），「元体操伝習所卒業生」にも検定を経ることなく免許状が与えられることになっ
た。「陸軍教導団歩兵科卒業生」についても，無試験検定（兵式体操）の条項に該当した。
　この規則による明治30年度の検定試験で，兵式体操科には94名が合格し，このうち85名が
陸軍教導団歩兵科卒業生の無試験検定合格者である（12）。
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　明治32年４月，文部省令第25号「公立私立学校外国大学卒業生ノ教員免許ノ件」により師
範学校，中学校，高等女学校のいずれかの卒業証書を持ち，許可を受けた公私立学校で特定
の学科目を履修した者が，無試験で中等教員の検定を受けられる制度を制定した。
　第一条「師範学校中学校高等女学校ノ卒業証書ヲ有シ更ニ第二条第一項ノ許可ヲ受ケタル
公立私立学校ニ入リ三学年以上在学シテ卒業シタル者ハ明治二十九年文部省令第十二号師範
学校中学校高等女学校教員免許規則第十条第一項ニ掲クル学校ノ卒業生ト同一ノ取扱ヲ為
ス」とし，これは「我が国の私立学校の教員養成史の上で特筆すべき意義をもっている」制
度であるとしている（13）。
　そして私立学校が文部大臣の許可を受けるための要因として
一， 三年以上の学科課程を持つこと。
一，無試験検定の学科目は，高等師範学校または，女子高等師範学校の当該学科目と同等な
いし，それ以上の程度であり，さらに「相当ノ補助科目」をおいていること。
一，教員その他の設備が充実していること。
一，財政基盤が確実なこと。
の四点であった。
　この他，無試験検定の許可を受けるための具中事項としては，
一，無試験検定の取り扱い許可を受ける見込みのある学科目
一，学則
一，校地・校舎・寄宿舎図面
一，教科書および参考書目録
一，教材機器および標本目録
一，教員履歴書・受持学科および専任兼任の区別を記した調書
一，一年間の経費収入支出金額および細目
が必要とされた。
　しかし，許可を受け，無試験検定の認可を受けた学校は次の規程を受けた。
一，卒業試験等について文部大臣の監督を受ける。
一，許可させた公私立学校は卒業試験の期日・受験資格者数等を三十日前に文部大臣に開申
する。
一，文部大臣は検定委員その他の吏員を派遣して卒業試験に立ち会わせる。
一，委員は試験問題および解答を査閲し，試験場に参列し，問題や試験の方法が不適当と認
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められる場合には，これを変更させることができる。
一，この省令に定められた規則に許可学校が違反した場合には，その学校に対する無試験検
定の許可を取り消すことができる。
とし，許可後も厳重な国家の監督を受けなければならなかった（14）。
　明治33年３月，勅令第134号「教員免許令」の制定は，今までの検定制度の量的・質的変
化の状況に対応して，これらを整理統一するものであり，規定上はすべて教員の資格に関す
る基本規定として設けられたものであるが，実際においては師範学校，中学校，高等女学校
の教員免許に関する基本規定としての役割を果たすものであった。
　教員免許令は，これら中等諸学校の教員免許状について，授与権者を文部大臣とするこ
と，「教員養成ノ目的ヲモッテ設置シタル官立学校卒業生又ハ教員検定ニ合格シタル者」に
免許状を授与すること，教員検定は試験検定と無試験検定とすること，その他検定受検の欠
格条件，免許状の失効・剥奪などについて規定を整理，明確化した。
　検定実施に必要な事項は，文部大臣に委ねられ，明治33年，文部省令第10号「教員検定ニ
関スル規程」が定められた。体操教員資格については，第二条「検定ヲ為スヘキ学科目ハ法
令ニ規定アルモノニ限ル」に，「体操ハ普通体操，兵式体操ノ二部ニ分チテ検定ヲ出願スル
コトヲ得」と規定し，従来通りの普通・兵式体操の二本立体制であった（15）。
　無試験検定については，第五条第一項第一号の「文部大臣ノ指定シタル官立学校ノ卒業生
及選科修了生」がこの適用を受けることとなった。また第五条第一項第二号の「師範学校，
中学校，高等女学校ノ卒業証書ヲ有シ更ニ卒業生ノ教員免許資格ニ関シ文部大臣ノ許可ヲ受
ケタル公立，私立学校ニ入リ三学年以上在学シテ卒業シタル者」が許可学校方式の適用を受
けることになった（16）。しかし，この時期には，体操教員養成を専門とする許可学校はなく，
許可が下りるのは，大正期以降においてである。
　明治29年の「尋常師範学校，尋常中学校，高等女学校教員免許規則」において「陸軍教導
団歩兵科卒業生ハ兵式体操ニ関シ」無試験検定を受けられたが，この規定では，陸軍教導団
の廃止にともない，「陸軍歩兵科士官」が加わり，さらに急増する中等学校においつけない
教員養成を考慮し，戦争への出征による兵式体操教員不足をも解消するために，「陸軍歩兵
科下士任官後満四年以上現役ニ服シタル者」を追加した。その結果，この規定が改正させる
明治34年５月までの無試験検定による兵式体操教員免許状取得者は，これまでの全取得者
588名の半数以上の290名にものぼった（17）。
　明治34年５月，文部省令第12号「明治三十三年文部省令第十号教員検定ニ関スル規定中左
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ノ通改正ス」が公布された。体操教員に関する主な改善点は，第二条「検定ヲ為スヘキ学科
目」の改正により，これまでの普通・兵式体操二本立の免許状を「体操」のみの免許状にし
た。これによって無試験検定を規定した第五条別項も削除し，陸軍出身の士官・下士官が，
無試験検定の対象者から除外され，陸軍出身体操教師が激減していった。
　それに代わったのが日本体操学校である。第五条第一項「文部大臣ノ指定シタル学校ノ
卒業者及選科修了者」と「官立」の二文字が削除されたことにともない，同日付文部省告示
109号「私立日本体育会体操学校本科卒業生」を無試験検定指定学校に指定した（18）。
　明治41年11月，文部省令第32号「教員検定ニ関スル規程」は，その前年に改正させた点も
すべて含め，全文を整理統合する大改正をおこなった。この時の改正は，その後におこなわ
れた「教員検定ニ関スル規程」の改正が，この規程の部分的改正であったことからも，教員
検定制度を確立した規程として重要なものであったとしている。
　体操教員資格に関しては，従前のものとかわりなく，検定学科目も「体操」のままであっ
た。また，無試験検定を規程した第七条第一号「文部大臣ノ指定シタル学校ノ卒業者及選科
修了者」，いわゆる指定校には，明治36年２月の文部省告示による日本体育会体操学校高等
本科卒業生がそのまま指定された。しかし，同条第二号「第五条第一号乃至第五号ニ該当ス
ル者ニシテ卒業者ノ教員無試験検定ニ関シ文部大臣ノ許可ヲ受ケタル公立，私立学校ニ入リ
三学年以上在学シテ卒業シタル者。但シ修業年限四箇年ノ高等女学校ノ卒業者ニ在リテハ修
業年限ハ四箇年トス」に示された，このような許可校に該当する学校は，この段階において
はまだない（19）。
　前年の改正において示された教職教養重視の姿勢は，今回の規程にそのまま吸収され，第
九条「試験ハ受験者出願ノ学科目ニ就キ其ノ教員タラムトスル学校ノ学科目ヲ教授スルニ
足ルヘキ程度ヲ標準トシ教育ノ大意及教授法ヲ併セテ之ヲ行フモノトス」と定められた（20）。
この「教育ノ大意」の明記は，無試験検定指定校である日本体育会体操学校にも波及した。
（2）文部省師範学校中学校高等女学校教員検定試験（文検）
　「文部省師範学校中学校高等女学校教員検定試験」が初めて法制化されたのは，明治17年
８月，文部省達第８号「中等学校師範学校教員免許規程」においてである。第一条で「中学
師範学校若クハ大学科ノ卒業証書ヲ有セスシテ中学校師範学校ノ教員タラント欲スル者ニハ
品行学力等検定ノ上文部省ヨリ免許状ヲ授与スルモノトス」と規定され，卒業資格主義を基
本とした上で，検定合格者も有資格の中等教員として公認することにした（21）。
　第一条の「学力」は試験で測ることとされ，第二条で，修身，和文，漢文，（中略），体
操，農業，工業，商業とする学科目が示され，これらのうちから「一学科若クハ数学科」に
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ついて検定が行われることになった。また，該当学科目の授業法も合わせて検定させること
になった（22）。
　この規程による第一回検定は，明治18年３月16日から４月17日にわたって実施された。そ
の検定試験における体操科の問題は次の内容であった。
一，軽体操ノ種別ヲ挙ゲ且各種ノ体操ノ筋肉系ニ及ホス効験ヲ述ベヨ。
一，体操ノ授業上教場（仮リニ之ヲ有スルモノト定ム）生徒一般ニ ニ生徒各自ニ就キ恒ニ
教師ノ注意スベキ要件ヲ挙ゲヨ。
一，体操ニ使用セル号令ノ区別及其唱方ヲ挙ゲヨ。
一，活力ノ検定ハ何々ノ部局ニ就キテ之ヲ施スヤ又其検定ニ要スル機械ハ何々ナルヤ。
一，体操試験ノ最モ良キ方法ヲ問フ。
実地
一，球竿体操及棍棒体操ヲ試ム。
一，諸号令ヲ呼吸セシム。
一，各受験人ヲ輪番教師ノ位置ニ立タシメ実地ニ其他ノ受験生ヲ生徒ト見ナシ諸技ヲ授クル
コトヲ演セシム。
この検定試験内容での合格者は１名であった（23）。
　明治29年12月２日，文部省第12号「尋常師範学校尋常中学校高等女学校教員免許規則」に
よって，試験制度が大幅に改められた。この改正から地方で実施される「予備試験」と東京で
実施される「本試験」の２段階に分けられた。本試験を受験できる者は，予備試験の合格者の
みである。この予備試験，本試験とする試験方式は，最終回である第81回まで維持された（24）。
　検定試験の程度は，高等師範学校の学科程度，女子高等師範学校の学科程度に準ずるもの
とされ，すべて「教授法」が合わせて課せられることになった（25）。体操学科目に関する検
定試験には，尋常師範・尋常中学校教員試験には，「普通体操」「兵式体操」の学科目があ
り，高等女学校教員試験では「普通体操」のみであるが，尋常師範学校女子部教員検定試験
には「普通体操」も含まれていない（26）。
　明治33年10月，勅令第134号をもって「教員免許令」が制定させた。教員免許令における
教員検定に関しては，第四条「教員検定ハ試験検定及無試験検定トシ教員検定委員会之ヲ行
フ」と規定され，勅令第135号をもって「教員検定委員会管制」が制定され，以後，この検
定委員会が中等教員の検定をおこなうことになる（27）。また，検定試験実施に必要な具体的
事項が，同年６月１日の文部省令第10号「教員検定ニ関スル規程」によって規定された。そ
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の規定の第七条「試験ヲ分チテ予備試験及本試験トス。但シ学科目ノ種類ニ依リ予備試験ヲ
行ハサルコトアルヘシ」と規定され，体操教員検定では，予備試験を実施しなかったようで
ある。予備試験を初めて実施されたのは，明治35年度からであった（28）。
　検定試験に関する規定が整備されるに従って，試験検定出願者数も明治35年頃から増加す
るが，その合格率は平均16%とされ，難関であったことが知られる。これは，単なる学力試
験だけでなく，技能教科としての体操科の特殊性が加味されているとしている（29）。
　明治34年５月，文部省令第12号「明治三十三年文部省令第十号教員検定ニ関スル規定中左
ノ通改正ス」が公布された。体操教員に関する主な改善点は，第二条「検定ヲ為スヘキ学科
目」の改正により，これまでの普通・兵式体操二本立の免許状を「体操」のみの免許状にし
た。これによって無試験検定を規定した第五条別項も削除し，陸軍出身の士官・下士官が，
無試験検定の対象者から除外された。しかし，第十条を新たに追加した。
　第十条　左リ掲クル者ニシテ体操科ノ試験検定ヲ出願シタルトキハ兵式体操ノ部分ヲ省
ク。
　一　陸軍歩兵科下士官
　一　陸軍歩兵科下士任官後満四年以上現役ニ服シタル者
このように試験検定に際しては，兵式体操の部分を省き，普通体操のみを試験することにし
た（30）。
　明治40年４月，文部省令第13号により「教員検定ニ関スル規程」は再び改正された。主な
改正点は，第八条「受験ハ受験人出願ノ学科目ニ就キ教員タラムト欲スル学校ノ学科目ヲ教
授スルニ足ルヘキ程度ヲ標準トシ，教授法ヲ併セテ之ヲ行フモノトス」の「標準トシ」の下
に「教育ノ大意及」が追加され，試験検定条件が厳しくされた（31）。
　明治41年11月，文部省令第32号「教員検定ニ関スル規程」は，その前年に改正させた点も
すべて含め，全文を整理統合する大改正をおこなった。試験検定に関するものでは，「陸軍
歩兵科士官」または「陸軍歩兵科下士任官後満四年以上現役ニ服シタル者」には「兵式体操
ノ部分ヲ省ク」（第十一条）と，これまでの特典をそのまま認めた（32）。
３．体操教員養成校
（1）体操伝習所
１）給費生制度
　明治11年10月，東京に文部省が「体操伝習所」を開設した。そこには，「智育の一方に偏
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し」教育の現状により，体操教育に力を入れる必要性があったと推測され，体操伝習所の生
徒に体操（体育）の内容・方法の研究と様式体操（体育）教員養成を目的とした。
　生徒の入学資格は，身体発達の良好な者であり，身長およそ五尺以上（約151cm以上）で，
将来は体操教員になる者であり，年齢およそ18歳から20歳とした。在学期限をおよそ２年と
定めていた（33）。
　体操伝習所での学科目（表１）は，「体操術」「英学」「和漢学」「数学」「理科」「図画」が
設けられており，その時間配分は「体操伝習所ハ体育学ヲ教授スルヲ以テ本旨トス　故ニ英
学以下ノ諸科ハ其大要ヲ学ブニ止ル者トス」とあり，体育学の教授を本旨とし，英学以下は
大要を学ぶだけであった。授業時間においては，「一日五時間ト定メ其内少クトモ一時半ハ
体操術ヲ教授スルノ時間ニ充ツベシ」とし，一日五時間の授業時間の内，一時間半が体操術
の授業に充てられ，体操術に重点が置かれた。また，在学期間，生徒は一ヶ月六円の学資を
支給されていた（34）。
　その給費生徒の卒業後は，「三カ年間ニ於テ文部省ヨリ職務ヲ指示スルコトアル時ハ之ヲ
辞退スルコト得ズ　但奉職年限ハ二カ年間ニ越ユ可ラズ」（35）として，三年以内に文部省の
指示があるときは，二年以内の服務義務年限を設けた。この給費生制度の卒業生は，合計36
名となっている（36）。
２）伝習員制度
　明治14年９月に「本所ノ教旨ヲ更定セラレ（中略）府県ヨリ派遣スベキ伝習員等ニ体操術ヲ
授クル所」と制度が改定され，府県から派遣された伝習員等に体操術を授ける所となった（37）。
また，伝習所規則（翌15年）に「本科ハ師範学校其他ノ教員等ノ既ニ徳育智育ヲ受ケタル者
ニ体操術ヲ伝習スルヲ以テ目的トスル」と教則に記述されていることで，本科は師範学校，
その他の教員等に体操術を伝習する所でもあった（38）。
　伝習員の入学年齢は，およそ18歳以上35歳以下の者であった。学科目（表２）は「体操術
ヲ本科トシ体育論及ビ生理学ヲ以テ副科トス」とあり，体操術を本科，体育論及び生理学を
副科と定めた。授業時間は「本科ヲ一日二時間トシ副科ヲ一日一時間トス」として体操術を
表１　給費生制度学科目
体操術 男子体操術，女子体操術，幼児体操術，美容術及調整繰法
英　学 読方，作文，英文学
和漢学 購読，作文
数　学 算術，代数学，幾何学
理　科 解剖学，生理学，健全学等ノ如キ体育ニ緊切ナル関係アル諸学科，物理学，化学ノ大意
図　画 自在画法，幾何画法，透視画法
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二時間，副科を一時間として授業をしていた（39）。
　学資は「府県費若クハ該伝習員ノ自弁タルベシ」とあり，府県負担または，自己負担とし
ており，就業期限はおよそ６ヶ月と定められていた（40）。
３）別課伝習員制度
　明治17年２月に「（前略）諸学校ノ教員等ニシテ服務ノ余暇ニ体操術ヲ修業セントスル者ニ
係ル規則ヲ新設ス即チ伝習員規則（甲号規則）文部省所轄学校学生生徒体操教授規則（乙号
規則）並ニ別課伝習員規則（丙号規則）ノ三種ノ制定（後略）」とし，現職教員等を対象とし
た。この規則の改定により，伝習所は体操講習所としての性格が強くなったとしている（41）。
修業期間はおよそ６ヶ月，授業時間は毎日一時と定められた。第１回～第４回（明治18年３
月～明治19年６月）に87名の卒業生を出した（42）。別課伝習員の学科目（表３）は現職教員
等を対象としていたことで，体操に関する学科目が中心であった。
４）修業員制度
　明治18年11月，文部省は「兵式体操及軽体操教員養成ノ要項ヲ体操伝習所ニ達ス」とあ
り，兵式体操を兼修した体操教員の養成を目的とした。修業員の入学資格は今までと違い
「陸軍歩兵下士ニシテ（後略）」とあり，身長も五尺二寸以上で，年齢が35歳以下の者と定め
られていた。また，修業期間はおよそ４ヶ月で，在学中は「毎月手当トシテ一人ニ付金十円
ヲ支給シ学費ヲ弁ゼシム事」とし，毎月十円を支給されていた（43）。
　学科目（表４）には「兵式体操」「軽体操」「兵学ノ大意」「測図」「人体ノ構造組織各機関
ノ作用」「学校衛生ノ概略」「体操術ノ原理」「教員ノ責務」が定められていた。そして卒業
後，三年間は陸軍歩兵士官の職務に係る以外は，文部省の指定する学校への奉職の義務が付
けられていた。この修業員での卒業生は26名としている（44）。
表２　伝習員制度学科目
体操術
軽運動，戸外運動，重運動，繰櫓術
歩兵繰練（基本体操，生兵，小隊）
体育論 本性遺伝論より学校衛生論に至る
生理学 総論にはじまり神経論に終わる
表３　別課伝習員制度学科目
体操術 軽体操，戸外体操，重体操
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（2）師範学校・高等師範学校
１）東京師範学校附属体操伝習所
　明治18年12月，文部省は伝習所を東京師範学校附属体操伝習所と改めた。その附属体操伝
習所の目的は，「兵式体操及軽体操ニ関スル学術並ニ其教授法ヲ伝習シ体操教員タルヘキ者
ヲ養成スル事」とし，卒業後は「文部省ヨリ指定スル府県庁ノ命ニ遵ヒ其学校ノ体操教員」
として３年間の義務を課した。従来の伝習員規則と異なる点は，兵式体操を中心に軽体操を
も併せたこと，修業年限が六ヶ月から四ヶ月に短縮されたこと，再び官費制度を採用したこ
と，兵式体操の技術面について十分訓練を施された者（生徒募集を予備の歩兵下士に切り換
えた）を募集したこと，「品行端正」のみならず「精神気力」の体操教員を理想としたこと
であるとしている（45）。
２）高等師範学校体操専修科
　翌19年４月，附属体操伝習所を廃止し，高等師範学校に体操専修科を設置することになっ
た（46）。専修科は，「師範学校体操ノ教員トナルモノヲ養成スル為」に設置され，「生徒ノ募
集方法修業年限及其人員ハ文部大臣ノ認可ヲ経テ」学校長が公告することになっていた。入
学資格については「陸軍歩兵下士又ハ陸軍歩兵上等兵ノ常備現役ヲ離レ一箇年イナイノモ
ノ」とした。学科目（表５）は，普通体操（軽体操）と兵式体操，人体生理，学校衛生，体
操術ノ原理，兵学大意を加え，測図もおこなうことになっていた（47）。体操専修科の修業年
限は１年４ヶ月とした（48）。しかし，明治20年以来，実質的に体操教員の養成を中断してい
た（49）。
表４　修業員制度学科目
術　科
兵式体操 生兵ヨリ中隊ニ至ル諸演習
体　　操 柔軟演習，器械体操，活用銃槍術
軽 体 操
整頓法，隊列運動，矯正術，徒手体操，亜鈴体操，
球竿体操，棍棒体操，木環体操，豆嚢体操
学　科
兵学ノ大意
測図
人体ノ構造組織各機関ノ作用
学校衛生ノ概略
体操術ノ原理
教員ノ責務
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３）官費体操専修科
　明治32年３月24日制定の「官費専修科規則」により，手工科，物理学化学科，動物学植物
学及び農学地学科と共に「体操専修科」が再設置された。定員は30名で，規則上の修業年限
は明治32年４月より明治34年７月までの２年４ヶ月であったが，実際は明治32年６月より明
治34年３月までの１年10ヶ月で卒業させた（50）。学科目（表６）として倫理，教育学，国語，
生理衛生，普通体操，兵式体操が課せられ（51），「体操・生理」の教員免許状が卒業と同時に
卒業生に与えられた。
４）修身体操専修科
　明治35年５月31日制定の「官費専修科規定」により「修身体操専修科」が設置された。修
業年限は，明治35年９月より明治38年３月までの２年７ヶ月で卒業と同時に「体育・修身」
の教育免許状が与えられた（52）。学科目（表７）も明治32年３月24日制定の体操専修科の学
科に加え漢文，英語，音楽が含まれた（53）。
５）文科兼修体操専修科
　明治39年１月18日，「文科兼修体操専修科規則」を定めた。修業年限は３年であったが，
これまでの体操専修科とは違った教養ある体操教員養成を目指した専修科を開設した。
　履修する学科目（表８）は「第一学年ニハ倫理・国語・漢文・英語・体操ヲ課シ，次ノ学
表５　体操専修科学科目
術　科
兵式体操 生兵ヨリ中隊ニ至ル諸演習，活用銃槍術，器械体操
普通体操 徒手体操，亜鈴体操，球竿体操，棍棒体操等，隊列運動
学　科
兵学ノ大意
人体ノ構造組織各機関ノ作用
学校衛生ノ概略
体操術ノ原理
測図
表６　体操専修科学科目
学科目 倫理，教育学，国語，生理衛生，普通体操，兵式体操
表７　修身専修科学科目
学科目 倫理，教育学，国語，生理衛生，普通体操，兵式体操，漢文，英語，音楽
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年ヨリハ倫理・教育・体操・生理衛生ヲ主要科目トシ，更ニ兼修科目トシテ本科国語漢文
部ト同一程度ノ国語・漢文，本科英語部ト同一程度ノ英語，本科地理歴史部ト同一程度ノ地
理・歴史ノ三種ノ中一種ヲ課ス」とし（54），主要科目と兼修科目（本科漢文と同一程度の国
語漢文，本科英語部と同一程度の英語，本科地理歴史部と同一程度の地理歴史）を課してい
る（55）。
　この規則は，同年12月１日，修業年限を１年延長して４年に改め，翌年４月の入学生から
４年制課程が適用された。その後，この規則は明治41年12月，同43年８月にも制定され，都
合４回開設され，81名の文科を兼修した体操教員を送り出した（56）。
（3）まとめ
　以上，明治期における体操教員養成制度について確認してきた。それらを以下にまとめ
る。
・明治期の体操教員養成制度は，知育に偏りし現状を改善するため，体操教員の養成がなさ
れたが，体操指導に必要な教育内容が主であった。
・兵式体操教員には陸軍士官・下士官を中心とし，一から養成校で教育するのではなく，当
初から指導能力のある者を短期間で養成した。
・兵式教員の養成校が閉校すると無試験検定出願資格を「陸軍教導団歩兵科卒業生」や「陸
軍歩兵科士官」などに与え，兵式体操教員の確保に努めた。また，文検においても兵式体
操の部分を免除していた。
・明治35年以降，体操の教員免許状一免だけでなく，修身，英語などと併せて教員免許状が
取得できる学科目になった。
・東京高等師範学校でも体操教員養成を中断し，再度，開講している。
３．おわりに
　本稿は明治期の体操・兵式体操教員養成を概観しまとめてきた。そのまとめに基づいて考
察を述べ，おわりとしたい。
　教員養成課程における学科目に「教育学」が当初含まれていなかったことは，教育者養成
ではなく，技術指導者養成の方向性が強かったと考えられる。そして兵式体操教員を陸軍士
官・下士官によって養成することで，体操科が他教科と違う印象を与えたと考えられる。そ
表８　文科兼修体操専修科学科目
主要科目 倫理，国語，漢文，英語，体操，教育，生理衛生
兼修科目
本科国語漢文部ト同一程度ノ国語・漢文，本科英語部ト同一程度ノ英語，
本科地理歴史部ト同一程度ノ地理・歴史
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れらの養成校への入学資格として体格の項目が含まれているのは，教員の健康という面だけ
でなく，生徒への指導のおこないやすさという側面もあったのではないか。特に兵式体操で
の指導に有効であったと考えられる。
　また，養成の一時中断や，複数免許を取得させていた現状を考えると，計画的な教員養成
ではなく，臨機応変的な政策が伺え，体操教員の就職の困難さ，採用されても他教科との掛
け持ちがあったと考えられる。
　このような技術指導への偏りや体格の大きさ，就職難，他との掛け持ちといった内容は，
現在の保健体育科及び保健体育科教員にも通ずると考え，明治期の課題が現在に至ってい
る。
　今後は，師範学校・高等師範学校の体操科，修身体操科，文科兼修体操専修科の細かな教
育課程や実践内容を見ていき，どのような教員養成をしていたのかを明確にしていきたい。
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Historical Transitions in the Teacher Training System
for Health and Physical Education：
The Meiji Period
YAMANISHI, Tetsuya　
 This paper provides the overview of the licensing system, training schools and academic subjects 
of the gymnastics teacher training system in the period of Meiji on understanding the health-and-
physical education teacher training system and the physical education teacher at the present. I consider 
how physical education teacher had been training in health and physical education department. The 
following contents are surveyed.
① qualified secondary teachers license
② school gymnastics teacher training
 The result, we could have suggested that the problem of the subject and teacher training from the 
period of Meiji had not been resolved to the present.
